










の国名に由来するものである。この国名を全国にわたって網羅的に記載しているのは『延喜式』と『和名類聚抄』であろうが、もとよりそれは、国の分立等によって新たに生じた国名を含めた、改定された二次的なものであり、公定がそれ以前 実施された事業であることは言うまでも い。この公式に めら 使用された国名表記（公定国名表記）が、何時、如何なる状況 おいて確定されたのかということは律令国家成立史上の一問題である。
　
公定国名表記成立の前提として、令制国の成立という問題があるの
だが、 『日本書紀』など 編纂された史料ばかりではなく、令制 の成立時点以前の時期のものと考えられ 木簡 、国名に相当する地名が「国」字を付けたり付けなかったりし がら現れる。狭い地点では
なくそれなりに広域の地域名称がどのようにして発生し、その中から行政地名がどのように定められて行くのか、それは必ずしも解明済みとは言え い問題であるが、そのことはさておくとしても、 「国」字があるものとな ものの関係については、一応の見通しをつけておかねばならないであろう。
　
そのためにはまず、令制国の成立について検討しておく必要があ
る。この点について、注目しなければならないのは、 『日本書紀』天武十二年（六八三）十二月丙寅条・同十三年十月辛巳条・同十四年十月己丑条に記された「国境確定事業」である。大町健氏 この国境確定の意義について、領域区画の国へと転換したものとして、 「領域区画としての律令制的国の起点は、ここに求めなければならな 」とされた
（１）
。館野和己氏は、 「各国の範囲の画定とともに、国（国司）―



































は、周知のように、これ以前にお て 国司は存在していたのであって、ここにおいて国司の役割が転換 たのだと見るべきであるといことである。いま一つは、第一の点 も係わ のであ が、令制国の成立という場合には、領域のみでなく、地方行政 仕組み らには国

































































































「先取り的なもの」というのは、概念があいまいであると思うが、 「国造のクニを基盤とする地域名」というのは、ありうる想定 思う。国造の管轄する対象領域を指す名称としては、国造という名称から考えても、 「国」以外の は考えにくい。 『隋書』倭国伝に見え「軍尼」は人数表記であるから、 「国造」を指すもので ろうが、それは他ならぬ「クニ」を管轄するが故の呼称である。
　
このように考えた場合に問題となるのは、国造と評の関係如何とい
うことである。 『国造本紀』に寄れば、美濃国の範囲 は、額田国造、三野前国造、三野後国造が存在した。 （額田郡が参河国以外には見出されないことから、額田 を参河に求めようとする見解もあるが『国造本紀』の記載順、美濃国池田郡額田郷の存在、額田国造が和邇臣系であることによって、近江ないし美濃に求める「通説」に従う。 ）それ以外に、 『古事記』開化段には三野国之本巣国造、 『釈日本紀』所引『上宮記』の「一云」には牟義都国造の名 見える。牟義都は木簡①の「ム下」に他ならない。三野前国造・三野後 造は三野国に引き継がれ、本巣国造・牟義都国造は評→郡に 造は里 引き継がれる。
　
この場合、 「国」字を記さず地域名称のみを記しているのであれば、




ずれの立場に立つにせよ、評制が国造制を克服するものとして採用されたものと見る限り、整合性を欠く。 「国造のクニを基盤とする地域名」という は、 「国造制のもとでのクニの名称 引き継ぐ地域名」として、 （地域であ 以上は、当然一定の領域を指示することも当然であるが）これをあくまでも地名としてみようとするものと解釈したい。 「評―五十戸（里） 」という地域行政単位が存在するその当該地域を指すものであろう。
　
いずれにせよ、現段階では、全体として「国」字の有無で令制国の
成立を直接に論じることは出来ない だが、さしあたり、⑧以下 、①～④の「国」字は、意味 異なるものとしておく他はあるまい。国境が定まる前の 司とそれ以後の国司を同一視できないの 同様である。
　
国造制と評制との関係は、なお研究されなければならない課題であ
































令制国名表記の公定が行われた時期をほぼ特定の時点にまで絞り込むことができるのである」と言 る。なぜ、それが可能か。 「ある時点で一斉になされると見る限り、ある国に関するある時点の史料にすでに改定された新表記が認められれば、それは単に の国のことだけにとどまらず（中略） 、一般的事実 して取り扱うことができる」だから、 「 史料の上限と旧表記による史料の下限とを追求すれば、適切な史料に恵まれる限り」その転換時点を特定でき からである。
　
鎌田氏は、その上限・下限が同一の国のものである必要はないとも
されるのであるから、図式的に言えば、検討の仕方は以下のようになる。まず、どの国のものであってもよいから、旧 を持つ史料をすべて網羅しその中での下限を確定する。一方、同じ要領 新表記の上限を確定する。そう 転換の時点すなわち公定 時点 、前者 下 以降・後者 上限以前ということ なる。理想的に言えば、下限と上限とが接続している が望ましいし、そうでなくてもその間隔が狭いほど時点を特定＝限定できることになる。 「適切に恵まれる」と うことは、そういうことを意味する あろう
　
この方法は、一見したところ極めて論理的に思われるのであるが、
国名表記を持つ史料の具体相に即して検討してみ と、様々 不都合が生じてくる。一 には、鎌田氏も自認 ているように 下限というものは明確に定めること 出来ない性格 もっ のである。新表記出現以後の旧表記という事例が存在するが は、不注意・不徹底による遺存例なのか、許容された併用例なのか 自体として区別がつかないし、そ いずれであっても史料 の下限は、公定の時
点とは直結しない。とすれば、旧表記は基準とは出来ないから、新＝公定表記の上限のみが基準となる。鎌田氏 「新表記の上限はよいとしても」とされるのだが、実は、事はそう簡単ではない。鎌田氏の論理が貫徹するためには、公定国名表記はあくまでも「新表記」であって、 「旧表記 から転換したものでなけ ならない。 「旧表記」時代から使われてきた のを追認して したものであれば、その表記は、時点を定める基準にはならない。出雲がその例に当たることは、既に野村氏も指摘されるところである。ま 、後述するように、尾張・尾治は併存しており、公定表記でもある尾張 初見は、天武期に遡る。しかし、この存在をもっ 、律令制国名表記の成立を天武期求めることができないことは、言うまでもあるま そもそも、新表記の出現＝表記公定と言う が出来 のか。つまり、こ 方法は成立しないのである。
　
そのためであろうか、鎌田氏は、上限問題についても触れられない



















































































































行あるいは平行する可能性が十分にある。したがって、ここから間違いなく言えるのは、尾張・尾治の併用ということにとどまる。なお、⑨は、一字表記される評であり、 『和名抄』によれば海部郡に嶋田郷が存在するから、 「海評嶋田五十戸」である。⑥⑦⑧は、同じ評 おいて、両者が併用されていたことを物語る。
　
では尾張への公定時点については、どのように考えられるか。その










































字表記だから和銅六年（七一三年）以前。この和銅六 以前の意味であるが、この「以前」というのは下限を示すものであるから、いずれも⑬⑭と同時期 ものである可能性を排除するものではない。⑱は大宝元年以降 いう以外に時点を特定できない。
　
⑮は、神亀三年（七二六年）の計帳の人名の下に記入された、逃亡











































































である。幡豆郡の表記は、平城木簡では、基本的に「播豆」であるが、それ以外にも「芳豆」 ・ 「芳図」があり、藤原木簡に「三川国波豆評」 認められる。波豆が、藤原京時代の相対的に古 であ と考えられるが、時期を厳密に 決められない。しかし、⑥より古いという論拠もない。
　
これを要するに、参河の場合には、鎌田氏の大宝四年説を承認すれ
ば、木簡史料を矛盾なく説明できることになる。つまり、参河の事例は、鎌田説を間接的に補強する意味 持つ。しかし、念のために付け加えるが、そのことによって、直接、鎌田説の正 さを論証するものではない。なお 『続日本紀』にそれぞ 一箇所見える「三河」 「参川」は、写本におけるミスであろう。 「正倉院文書」の天平宝字頃の「官人歴名」 （続々修四四帙五巻）における「三河目」 「三川史生」は、誤用（略記ないし慣用的遺存）であろうが、 「造金堂所解案」 （同四五帙五巻）における「三川白
?
」は、固有名詞的な用例かもしれない。









ば、それ以後の尾治・三川表記を違存例として処理するかぎり、大宝四年の国印鋳造を契機とするという鎌田元一氏の提言は、それとして成立するであろう。しかし、旧表記から新表記ということについては、転換のみ なく、選択的特定という事例 認めなければならない。同時に、 「完全な定着についてはとも く、少なく も表記の公定それ自体はある時点で一斉になされた みるべきで」ある された点についても、確かに事柄の性格上そ ように考えることは合理性をもっていると思われるのだが、 「国印の鋳造・頒下以前の史料がすべて旧表記によっている」という認識は、尾張の例で覆され 。また、木簡以外の検討も必要である。
　
二つの史料を取り上げたい。一つは、直木・野村両氏も触れられて
























野村氏は、大宝元年六月 三年 月成立の可能性を指摘 ている。
　
この「官員令別記」と「民部省式」という二つの史料は、 『令集解』



































































































































井上辰雄「 『民部省式』をめぐる諸問題」 （ 『日本歴史』二六二号 　
一九七〇年）
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